
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

森林施業と連携した効果的な地籍調査の推進

資料４－２

0



目次

１ 森林境界明確化事業と地籍調査との比較

２ 森林境界明確化事業と地籍調査の作業工程での連携

３ 地方公共団体における林務部門と地籍部門の連携強化

４ 森林施業施策と連携した効果的な地籍調査推進のイメージ

1



１ 森林境界明確化事業と地籍調査との比較

森林境界明確化事業
（林務部局）

地籍調査

所有者が異なる筆の境界
明確にする土地境界

一筆毎
（同一所有者の筆の境界も調査・測量）

基準点の設置は必須でなく、基準点に
基づかない簡易な測量

測量方法
基準点の設置は必須であり、基準点に基づいた
高精度な測量 ＜誤差：1m以内＞

原則、土地所有者等が立会。外周部は
片方の土地所有者の立会のみでも可。

立会方法
原則、現地立会。立会ができない場合は、筆界案
による確認の上、所有者の同意を得る必要あり。

○ 森林境界明確化事業による成果は、境界情報の保全等によりその後の地籍調査の円滑化に寄
与しているが、基準点の設置等の測量方法が地籍調査と異なるため、その後の地籍調査において
追加の立会や測量を実施している状況。

○ 森林境界明確化事業と地籍調査との作業工程の明確な棲み分けを図った上で、測量方法及び立
会等に係る作業内容水準の統一化を図ることが必要。

【森林境界明確化事業と地籍調査との比較】
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測量での課題

立会での課題

○ 地籍調査の基準点や公共基準点に基づいた測量の実施が必要

○ 地籍調査同様、公図に基づいた調査の実施が必要
○ 境界に係る両方の土地所有者の同意が必要

林務部局のみでの対応は困難なため、地籍調査の必要性がある地域については、林務部局（森林
組合含む）と地籍部局の連携が必要

【森林境界明確化事業成果の活用に向けた課題】



２ 森林境界明確化事業と地籍調査の作業工程での連携
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○ 森林境界明確化事業の実施予定区域のうち、将来的に地籍調査を実施する必要性が高い地域
については、森林境界明確化事業の立会や測量成果を有効に活用するため、以下の連携を検討。
① 森林境界明確化事業の実施予定区域における地籍測量（基準点の設置）の先行実施
② 森林境界明確化事業では地籍調査の手法を準用した境界確認や基準点に基づいた測量を実施

従来の森林境界明確化事業
（市町村の林務部局・森林組合等）

地図に取りまとめ

地籍調査事業
（市町村等の地籍部局）

基準点設置要望

地籍調査の実施検討・準備

基準点成果の提供

地籍調査に準拠した調査を依頼

実施に向けた計画・準備

既存資料の収集

土地所有者等による土地境界の調査
境界の簡易な測量

②地籍調査に準拠した立会や基準点に
基づいた境界測量等の実施

調査成果の提供

① 地籍部局による測量の基準点設置

○ 所有者の境界については、筆界案手法を採用すると

ともに、測量成果も活用することで立会・測量作業を
省略

○ 森林境界明確化事業での調査対象外の筆界につい
てのみ追加調査

森林境界明確化事業成果を活用した
地籍調査の実施



林務担当部局

森林組合等
（実施主体）

森林整備地域活動
支援交付金
（H29～H32）

のうち「境界明確化」

境界明確化活動の成果
・森林所有者情報 ・境界を示した図面
・境界の測量結果 ・境界杭等の保全状態等

連携強化をより一層図り
円滑かつ効率的に

森林境界の明確化を推進

森林境界明確化活動
の内容に応じて

適切な事業を選択

成果を地籍調査等に活用する
ため、耐久性のある境界杭等の
使用や測量方法等に配慮

地籍調査担当部局

地籍調査の成果
・地籍図 ・地籍簿

市町村

地籍調査（S26～）
※毎筆の土地の所有者等

の調査、境界及び地積に
関する測量

都道府県

市町村

都道府県

連絡調整の場

【都道府県】

・各事業の実施予定箇所・
時期等を事前調整

【市町村】

・各事業の実施方法・成果
の活用等を調整

【情報共有】

登記所

（情報共有） （情報共有）

指導
助言

地籍等情報

境界等情報

指導
助言指導

助言

※森林簿、計画
図の整備

※所有者情報の
蓄積

３ 地方公共団体における林務部局と地籍調査部局の連携強化

境界等情報

地籍等情報

※事業計画の策定、負担金
の交付、指導・検査

○ 森林境界の明確化を一層推進するため、境界明確化と地籍調査の実施予定箇所や実施時期、実
施方法及び既存成果の活用等について、林務部局と地籍調査部局が定期的に連絡調整の場を設
け、より緊密に連携して取り組むことが重要。
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（単位：万ha）

私有林
1,449
（58%）

国有林
767

（31%）

民有林
1,741 （69%）

公有林
292

（12%）

注１：平成24（2012）年３月31日現在の数値。
２：計の不一致は四捨五入による。

資料：林野庁「森林資源の現況」

森林面積の内訳

地籍調査
実施済

４ 森林施業施策と連携した効果的な地籍調査推進のイメージ
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山村部における地籍調査実施のイメージ

地
籍
調
査
未
実
施
地
域

災害危険区域
（土砂災害警戒区域等）

公共事業との連携

森林施業地域のうち
・意欲と能力のある
林業経営者が経営
を行う地域

・境界情報が失われ
る危険性が極めて
高い地域

など

○ 山村部の地籍調査については、早急な境界情報の整備が必要な災害のおそれのある地域などと
ともに、意欲と能力のある林業経営者が経営を行う地域など森林・林業施策と連携して効果的に進
めることが重要。

○ また、優先的地域の検討に当たっては、地方公共団体や森林組合等の関係機関との十分な合意
形成が必要。

※ 山村部（林地）における地籍調査の進捗率は45％に留まっており、未実施面積が約100,000km2残っている状況。

優先的に地籍調査を行う地域


